
 平成23年度当初予算　予算要求シート
-

今年度要求のポイント

生活援護管理課

　・大阪府から一部委託実施。
　・退院促進コーディネーター4名配置
　・H21からの退院者11名

　・すべて政令市業務として実施。（国
庫補助1/2）
　・事業内容は、同様実施。

【経過（～22年度】 【23年度】

11,008事 業 費

印刷製本費

事業期間 ～

項目

○これまで一部大阪府から事業委託を受けて実施してきたが、平成23年度より政令市業務
となり、財源が縮小される。しかし、精神障害者の地域移行支援にとって重要な事業であ
り、障害福祉計画の目標に向けて、従来どおり継続実施を行う。
○生活保護関連事業と共同実施しているが、その負担割合を生活保護対象者の実態に合わ
せ、生活保護60：障害福祉40から生活援護54：障害福祉46へ修正。

22年度予算

平成23年度要求額

10,88211,008

全体事業費

事 業 名 精神科病院長期入院者地域移行サポート事業

主な要求内容 （単位：千円）

精神科病院長期入院者地域移行支援運営業務委託料

平成22年度予算額

(単位　千円)

38 60

平成21年度決算額

内容・積算等

7,360

23年度要求額

委託4ヵ所分

11,008 10,882

・地域生活移行推進員配置事業の地域
生活移行推進員3名と合わせた7名を、
各区の基幹相談支援センターへ再編・
配置。

【今後（～24年度】

その他　特記事項

○第2期障害福祉計画（H21～H23）
　病院からの退院可能精神障害者目標　200名
　本事業の地域移行者数目標　3年間で25名

○退院による医療費への影響は、一人一か月あた
り約37万円の削減見込。

スケジュール（経過及び今後展開）

合計

委託先及び業務内容：
　　①（財）精神障害者社会復帰促進協会（1か所）
　　　・自立支援員（精神科病院の入院中の対象者へ定期的に訪問し、
　　　　面会や外出支援をする人）の雇用、配置、研修の実施
　　　　（Ｈ22年度24名）
　　　・大阪府保健所との広域的な調整、啓発普及活動
　
　　②（精神）地域活動支援センターⅠ型等事業者（4か所）
　　　・退院に向けての支援、退院後のフォロー
　　　・自立支援員と連携した支援
　　　・院内茶話会、院内説明会などの企画・開催、啓発普及活動

Ｈ16からＨ22上半期実績
　　　対象者　61名（内30名生活保護受給者）
　　　退院者　28名（内15名生活保護受給者）

096

事業内容

関連事業

整理番号 11

地域生活移行推進員配置事業

精神科病院に入院している精神障害者のうち、症状が安定しており、退
院後に日常生活を営むための環境が整えば退院可能である方に対し、地
域の精神障害者社会復帰施設等を利用する機会を提供し、退院のための
支援及び退院後に自立生活を営むための支援を行う。

事業目的

健康福祉局　　障害福祉課局・課名／　　

4,770 3,462

6,200

その他委託料

地域活動支援センターⅠ型運営及び相談支援事業

自立支援プログラム策定実施推進事業


